
○登米市低入札価格調査制度実施要綱 

平成30年７月26日 

告示第156号 

改正 令和元年９月30日告示第67号 

令和３年６月30日告示第181号 

令和４年３月31日告示第78号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事の請負契約を締結しようとする場合にお

いて、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167

条の10第１項（施行令第167条の13において準用する場合を含む。）又は施行令第

167条の10の２第２項の規定により、契約の内容に適合した履行がされないおそれ

があるため最低の価格をもって申込みをした者又は価格その他の条件が最も有利な

ものをもって申込みをした者を直ちに落札者としないこととする必要がある場合の

手続き（以下「低入札価格調査」という。）に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 入札執行者 登米市事務決裁規程（平成17年登米市訓令第１号）別表第１の

６の表 (4)の項に規定する決裁権者をいう。 

(2) 競争入札等 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条に規定する一般競争

入札及び指名競争入札をいう。 

(3) 契約担当課長 登米市競争入札契約業者指名委員会規程（平成17年登米市訓

令第26号）第４条第２項の表１号委員会の項中幹事と定める者のうち契約検査室

長の職にあるものをいう。 

(4) 工事担当課長等 当該建設工事を所管する課室等の長の職にある者をいう。 

(5) 調査基準価格 低入札価格調査を行う場合の基準となる価格をいう。 

(6) 調査基本価格 調査基準価格を算出するための基礎となる価格をいう。 

(7) 失格基準価格 低入札価格調査を行わず入札を失格とする場合の基準となる

価格をいう。 

(8) 落札候補者 調査基準価格を下回り、かつ、失格基準価格以上の入札価格で

入札した者をいう。 

(9) 低価格入札 落札候補者のある入札をいう。 

（対象工事） 

第３条 低入札価格調査の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、競

争入札等により落札者の決定を行うもののうち、次の各号に掲げるものとする。 



(1) 施行令第167条の10（施行令第167条の13において準用する場合を含む。）に

おいて最低制限価格を設定しない競争入札等 

(2) 第167条の10の２の規定による総合評価一般競争入札 

（調査基本価格の算出方法） 

第４条 調査基本価格は、対象工事の予定価格（消費税及び地方消費税を除く。以下

同じ。）の算出の基礎となった次の各号に掲げる額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）を合計した額とする。ただし、その額が、予

定価格に10分の9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては10分の9.2を乗じて得た

額とし、予定価格に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合にあっては10分の7.5

を乗じて得た額とする。 

(1) 直接工事費の額に10分の9.7を乗じて得た額 

(2) 共通仮設費の額に10分の９を乗じて得た額 

(3) 現場管理費の額に10分の９を乗じて得た額 

(4) 一般管理費の額に10分の6.8を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、調査基本価格を予定

価格に10分の7.5を乗じて得た額から10分の9.2を乗じて得た額の範囲内で定めるこ

とができる。 

３ 前２項の規定により算出された調査基本価格に１円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

（調査基準価格の算定方法） 

第５条 調査基準価格は、調査基本価格に0.99001から1.00000までの範囲内において

電子入札システムにより無作為に抽出する係数を乗じて得た額（その額に１円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、開札の直前に設けるものとす

る。 

（失格基準価格の算出方法） 

第６条 失格基準価格は、対象工事の予定価格の算出の基礎となった次の各号に掲げ

る額の合計額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とす

る。 

(1) 直接工事費に10分の9.2を乗じて得た額 

(2) 共通仮設費に10分の8.5を乗じて得た額 

(3) 現場管理費に10分の8.5を乗じて得た額 

(4) 一般管理費に10分の6.3を乗じて得た額 

第７条 調査基準価格及び失格基準価格は、予定価格調書に記載するものとする。 

（入札参加者への周知） 

第８条 市長は、対象工事に係る入札を公告し、及び入札を執行するときは、必要に

応じて次の事項を周知するものとする。 



(1) 調査基準価格及び失格基準価格が設定されていること。 

(2) 調査基準価格を下回った入札が行われた場合には、入札を保留し、調査の

上、後日落札者を決定すること。 

(3) 調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低価格の入札者であっても必

ずしも落札者とならない場合があること。 

(4) 調査基準価格を下回った入札を行った者は、低入札価格調査に必要な書類の

提出及び事後の事情聴取等の調査に応じなければならないこと。この場合におい

て、不誠実な行為（虚偽記載を含む。）があったときは、登米市指名停止基準に

基づき指名停止を受ける場合があること。 

（入札の執行） 

第９条 入札執行者は、低価格入札が行われたときは、落札の決定を保留するものと

し、調査の上後日落札者を決定する旨を告げて、入札を終了する。 

２ 前項の場合において、低価格入札になる入札価格のうち、失格基準価格を下回る

場合は、当該入札者を失格とし、落札者としないものとする。この場合において、

入札執行者は、当該入札をした者に対し、その旨を告げるものとする。 

３ 前項の場合において、全ての入札者の入札価格が調査基準価格を下回り、かつ、

失格基準価格を下回るときは、入札執行者は、当該入札を中止するものとし、全て

の入札者に対してその旨を告げるものとする。 

（低入札価格調査の実施） 

第10条 工事担当課長等及び契約担当課長は、前条第１項の規定により入札が保留と

なったときは、落札候補者と契約することが、契約の適正履行及び公正な取引の秩

序の確保の観点から支障がないかどうか（以下単に「落札の適否」という。）を調

査するものとする。 

２ 前項の調査は、落札候補者（落札候補者が複数ある場合にあっては、最低の入札

価格をもって入札した者）からの低入札価格調査に係る関係資料の提出、事情聴

取、関係機関への照会その他の方法により行うものとし、その内容は次のとおりと

する。 

(1) 入札価格積算の根拠及び妥当性並びに労務、資材等の調達等の適否に関する

事項 

(2) 施工能力の適否に関する事項 

(3) 落札候補者の経営状況に関する事項 

(4) その他市長が必要と認めた事項 

３ 工事担当課長等及び契約担当課長は、調査を終了したときは、低入札調査結果を

登米市競争入札契約業者指名委員会（以下「指名委員会」という。）に報告しなけ

ればならない。 

（履行能力確認調査結果の審議） 



第11条 指名委員会は、前条の調査結果に基づいて落札の適否を決定しなければなら

ない。 

（落札者の決定） 

第12条 市長は、指名委員会の審議の結果、当該契約の履行が確保できると認めた場

合は、落札候補者を落札者と決定し、直ちにその旨を入札結果通知書（様式第１

号）により全ての入札参加者に通知する。 

２ 市長は、指名委員会の審議の結果、当該契約の履行が確保できないと認めた場合

は、落札候補者を落札者とせず、その旨を低入札価格調査結果通知書（様式第２

号）により通知する。この場合において、予定価格の制限の範囲内の最低入札価格

に次いで低い入札価格又は総合評価一般競争入札を適用した対象工事にあっては総

合評価点の最も高い評価点に次いで高い評価点の者の入札価格（以下「次順位価

格」という。）が調査基準価格以上の場合は、当該次順位価格の入札者を落札者と

決定するものとする。 

３ 前項後段に規定する場合において、次順位価格が調査基準価格を下回ったとき

は、第10条、第11条並びに第12条第１項及び第２項前段の規定を落札候補者がある

場合に限り準用する。 

（落札者等に対する通知） 

第13条 市長は、前条の規定により落札者を決定したときは、直ちに落札者に通知す

るとともに登米市公共工事等発注見通し等の公表に関する要領（平成17年登米市告

示第286号）に基づき公表するものとする。 

２ 前条第３項の規定を適用してもなお落札者が決定しないときは、入札執行者は、

当該入札を中止するものとし、全ての入札参加者に対してその旨を通知するものと

する。 

（電子入札の場合の通知等） 

第14条 入札を電子入札により執行する場合において、この要綱における入札者に対

する通知等は、電子入札システムにより行うことができるものとする。 

（監督体制の強化等） 

第15条 工事担当課長等は、低入札価格調査の対象者を落札者として請負契約を締結

したときは、当該工事について適正な施工管理が図られるよう十分な指導監督に努

めるものとする。 

（委任） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、低入札価格調査に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成30年８月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月30日告示第67号） 



この告示は、令和元年10月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月30日告示第181号） 

この告示は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日告示第78号） 

この告示は、令和４年７月１日から施行する。 

 



 



 



様式第１号（第12条第１項関係） 

様式第２号（第12条第２項関係） 

 


